
一
般
会
計
の
総
額
は

�

２
０
１
億
７
千
万
円

市税
45億8千万円
22.7%

自主財源
33.9%

依存財源
66.1%

繰入金
3億5千万円
1.8%

諸収入
９億2千万円
4.6%

使用料・手数料
3億８千万円
1.9%

繰越金
3億5千万円
1.7%

その他
2億3千万円
1.2%

地方交付税
86億5千万円
42.9%

市債
18億1千万円
9.0%

国・県支出金
22億1千万円
11.0%

地方消費税交付金
3億4千万円
1.7%

その他
1億円
0.4%

地方譲与税
2億円
1.1%

市税の
内訳

一般会計歳入予算の内訳

一般会計歳出予算の内訳

市民税
14億5千万円
31.8%

固定資産税
26億5千万円
57.8%

たばこ税
２億4千万円
5.5%

軽自動車税
7千万円
1.7%

入湯税
1億4千万円
3.2%

目的別

性質別

義務的経費
43.7%

投資的
経費
10.0%

その他　
の経費
46.3%

人件費
39億3千万円
19.5%

公債費
30億8千万円
15.3%

扶助費
18億円
8.9%

普通建設事業費
20億円
10.0%

繰出金
31億6千万円
15.7%

　物件費
31億3千万円
15.6%

　補助費等
14億4千万円
　　7.2%

その他　10億 3千万円　5.2%維持補修費
5億4千万円
2.6%

総務費
11.6%

民生費
25.4%

土木費
12.5%

衛生費
10.1% 公債費

15.3%

農林水産業費
　6.0%

教育費
　7.3%

消防費
　4.8%

商工費
　6.0%

議会費
　0.7%

予備費0.1%

労働費0.2%

※すべての円グラフで、金額は100万円
　単位を切り捨てています。
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平成 25年度下呂市予算



　

市
税
は
、
個
人
市
民
税
で
納
税
義
務
者

の
減
少
及
び
労
働
人
口
の
減
少
が
あ
る
も

の
の
所
得
金
額
に
大
き
な
増
減
は
無
い
と

見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
前
年
度
当
初
比

７
・
９
％
の
増
加
を
見
込
み
、
法
人
市
民
税

に
つ
い
て
は
、
世
界
経
済
の
低
迷
等
に
よ

る
生
産
・
輸
出
関
連
な
ど
の
企
業
に
業
績

悪
化
の
不
安
定
要
素
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

前
年
度
当
初
比
７
・
８
％
の
減
少
と
見
込

ん
で
い
ま
す
。
固
定
資
産
税
で
は
、
土
地

価
格
の
下
落
が
続
い
て
い
る
こ
と
な
ど
に

よ
り
前
年
度
当
初
比
１
・
３
％
減
少
を
、
た

ば
こ
税
で
は
、
喫
煙
者
数
の
減
少
傾
向
は

あ
り
ま
す
が
、
県
た
ば
こ
税
の
一
部
移
譲

を
踏
ま
え
て
、
前
年
度
当
初
比
22
・
６
％

増
加
と
し
、
入
湯
税
で
は
、
宿
泊
者
数
の

若
干
の
増
加
を
見
込
み
、
前
年
度
当
初
比

２
・
４
％
増
加
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
前
年
度
当
初
比

４
億
５
千
万
円
（
５
・
５
％
）
増
額
を
計

上
し
、
国
庫
支
出
金
で
は
、
自
立
支
援
給

付
費
負
担
金
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付

金
（
市
営
住
宅
、
市
道
）
な
ど
が
増
額
と

な
り
前
年
度
当
初
比
０
・
９
％
の
増
加
見

込
で
す
。
県
支
出
金
は
、
牧
場
施
設
整
備

の
完
了
と
ぎ
ふ
清
流
国
体
終
了
に
よ
り
補

助
金
、
交
付
金
が
減
額
と
な
っ
た
た
め
、

前
年
度
当
初
比
５
・
７
％
減
少
と
見
込
み
、

国
・
県
支
出
金
は
前
年
度
当
初
比
５
千
万

円
（
４
・
８
％
）
の
減
額
と
し
て
い
ま
す
。

   
繰
入
金
で
は
、
財
政
調
整
基
金
の
取
り

崩
し
を
前
年
度
当
初
比
４
億
１
千
万
円
少

な
い
３
億
円
に
留
め
る
こ
と
が
で
き
て
い

ま
す
。

　

市
債
は
竹
原
地
区
保
育
園
統
合
整
備
、

環
境
衛
生
施
設
整
備
な
ど
の
事
業
に
計
上

し
前
年
度
当
初
比
１
億
３
千
万
円
（
６
・

７
％
）
の
減
額
と
し
て
い
ま
す
。

【歳入】１年間のすべての収入
【自主財源】自前で収入できるお金
【依存財源】国や県から交付され
たり、借り入れたりするお金
【繰入金】各種基金を取り崩して
繰り入れるお金など
【地方交付税】所得税など国が徴
収した税金の中から、市町村の財
政規模に応じて配分されるお金
【市債】公共施設の建設など、市
が一度に多額の出費が必要な場合
に認められる長期の借入金
【国・県支出金】国や県の決めた
ルールにあった仕事をする場合な
どに、必要な費用の一部または全
部が補助されるもの
【地方譲与税】国が徴収した自動
車重量税などから配分されるお金
【歳出】１年間のすべての支出
【義務的経費】法令あるいは性質
上、支出が義務づけられた経費
【投資的経費】道路や建物の建設、
用地の購入など市民の財産として
将来に残るものに支出されるお金
【公債費】借り入れた市債の返済
に充てるお金で、元金の返済金と
その利息
【扶助費】生活保護費や障がい者
への援助費など福祉のためのお金
【物件費】委託料や使用料、光熱
水費、消耗品費、備品購入費など
【繰出金】特別会計への繰出金
【補助費等】各種団体への補助金
や交付金、保険料、謝礼金など
【維持補修費】施設や道路などの
維持補修にかかるお金

　

職
員
数
の
減
少
と
職
員
給
与
等
の
減
額

に
よ
り
人
件
費
が
減
少
し
て
い
ま
す
が
、

生
活
保
護
費
、
自
立
支
援
給
付
費
等
に
よ

り
扶
助
費
の
増
加
、
市
債
の
償
還
金
で
あ

る
公
債
費
の
増
加
に
よ
り
、
義
務
的
経
費

は
、前
年
度
当
初
比
３
千
万
円（
０
・
４
％
）

増
加
と
な
り
、
予
算
全
体
に
占
め
る
割
合

は
43
・
７
％
で
す
。

　

投
資
的
経
費
（
普
通
建
設
事
業
）
は
、

平
成
25
年
度
で
計
画
し
て
い
た
４
小
学
校

の
校
舎
・
屋
内
運
動
場
の
耐
震
補
強
事
業

を
前
年
度
に
前
倒
し
し
た
こ
と
に
よ
り
前

年
度
当
初
比
３
億
５
千
万
円
（
14
・
８
％
）

減
少
し
て
い
ま
す
。
物
件
費
で
は
、
行
政

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
器
等
の
更
新
、
市
内
５

箇
所
の
給
食
セ
ン
タ
ー
で
使
用
す
る
備
品

の
購
入
、
金
山
・
萩
原
南
保
育
園
の
指

定
管
理
料
な
ど
に
よ
り
前
年
度
当
初
比

１
億
１
千
万
円
（
３
・
８
％
）
増
額
し
て

い
ま
す
。
維
持
補
修
費
は
、
ク
リ
ー
ン
セ

ン
タ
ー
施
設
維
持
工
事
な
ど
に
よ
り
前
年

度
当
初
比
６
千
万
円
（
13
・
１
％
）
増
加
、

補
助
費
は
、
ぎ
ふ
清
流
国
体
終
了
に
よ
り

２
千
万
円（
１
・
６
％
）減
少
し
て
い
ま
す
。

　

繰
出
金
に
つ
い
て
は
、
後
期
高
齢
者
医

療
特
別
会
計
、
国
民
健
康
保
険
事
業
（
事

業
勘
定
）
特
別
会
計
、
下
水
道
事
業
特
別

会
計
繰
出
金
な
ど
に
よ
り
前
年
度
当
初
比

８
千
万
円
（
２
・
７
％
）
の
増
加
と
し
て

い
ま
す
。
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